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２０２２年度 城西大学大学院経済学研究科  入試問題（第二次） 

試験時間 90 分 

 

日本語 

 

注意事項 

 

 １．開始の合図があるまで、問題を開いてはいけません。 

 

 ２．解答は、解答用紙に日本語で書きなさい。 
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Ⅰ Ⅱ の２問に解答しなさい。 

 

 

Ⅰ 次の文章を読み、下記の問いに答えなさい。 

 

スポーツベッティングという言葉をしばしば耳にするようになった。「スポーツを対象に

した賭け」。新型コロナウイルス禍で収益が悪化したスポーツ界の新たな収入源としても期

待される。だが、もちろん今の日本では賭博でありほぼ違法行為。本格的に解禁の議論を始

めようとすれば反発は必至だろう。 

一方、海外では昔から盛んな英国だけでなく、他の西欧諸国や米国でも合法化が進み、ビ

ジネスとして急拡大している。桜美林大学の小林至教授は「世界的に新たな産業が生まれて

いる状況であり、日本も将来の解禁に向けた議論や調整を進めるべきだ」と話す。 

IT（情報技術）の進化でスポーツは試合結果だけでなく、試合中から賭けの対象となった。

エンゼルスの大谷翔平は次の打席で本塁打を打つか否か、サッカーで次のシュートは誰が

打つのか――など、試合展開に応じていくつでも賭けは設定できる。テレビ等で観戦しなが

ら、それを予想してスマホや PCで少額のお金を賭けるのが、欧米のスポーツ先進国で広が

っているスポーツベッティングの一般的な楽しみ方だ。 

米国でもネバダ州などを除いて、スポーツを賭けの対象とするのは連邦法で禁じられて

いた。だが、2018 年にこの法律が最高裁で廃止となり、各州が独自に対応できるようにな

った、現在は 20以上の州で合法化されている。 

小林教授によると、米国の方針転換は、各州の税収不足と、国内で禁止しても、オンライ

ンではネットを通じて海外の業者に資金が流れるだけという事情があった。米国の違法な

ベッティングの市場規模は年間 40兆円とも試算され、ならば合法化して課税対象にしよう

というわけだ。 

日本も近い将来、同じ判断を迫られるのだろう。プロ野球や Jリーグなど日本のスポーツ

も海外の業者の賭けの対象であり、すでに国内からも多額の資金がそこに流れている。 

解禁すればもちろん、八百長とギャンブル依存症の深刻化が危惧される。八百長防止には、

選手への啓発とともに、賭けをめぐるデータの監視や解析で不正を察知、摘発するシステム

の整備が必要となる。 

依存症については、オンラインで取引がすべて記録できるから、顧客情報の管理で賭け金

の上限を定めたり取引に制限をかけたりなどの対策が想定できる。 
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こう考えていくと、スポーツベッティングへの対応はこの国のデジタルトランスフォー

メーション（DX）の進展に関わるテーマといえるかもしれない。 

 

（出所）「スポーツの力：賭け解禁、日本はどう対応」『日本経済新聞』2021年 10月 6日朝

刊。 

 

問 1 米国において、スポーツベッティングが合法化されるようになった理由は何か。本文

に即して、簡潔に説明しなさい。 

 

問 2 スポーツベッティング解禁の是非について、自分の考えを 200 字程度で述べなさい。 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 下記の文章は、新聞記事、「研究と家庭」『日本経済新聞』2022 年 1 月 17 

日である。 

文章を読み、下記の問いに答えなさい。 

 

ダイバーシティ（多様性）推進の観点から、近年、教育・研究の場における女性研究者の活

躍が期待されている。一方で、安定的なポストの獲得や、家事・育児との両立の難しさも指

摘される。彼女らは何に課題を感じ、どんな支援を必要としているのか。研究と家庭生活の

両立に奮闘する女性研究者らの日々を追った。 

 「研究職は女性にとって働きやすい仕事」。東北大学大学院生命科学研究科助教の上妻馨

梨さんはそう言い切る。光合成のメカニズムを解明する研究に従事する上妻さん。研究者を

選んだ理由も「教授を目指せば定年まで働き続けられる」と思ったからだ。 

 だがここまでの道のりは平たんではない。奈良から米ワシントン、広島、そして宮城――。

これは上妻さんが、これまでに移り住んできた場所だ。研究と家庭を両立できる環境を追い

求めてきた。 

 奈良先端科学技術大学院大学でバイオサイエンスの博士号を取得。米ワシントン州立大

の任期付き研究者に就いた。渡米して５年目、父親の逝去に伴い、実家に近い広島大学の任

期付き特任助教に。「実績があれば柔軟に働く場所を選べるのは研究者ならでは」。上妻さん

はそう話す。 
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 帰国後、東北大に勤務する夫と、広島と宮城で別居を始めた。年齢を考え「産むならこの

タイミングしかない」と子どもを持つ選択をし、１人で子育てする覚悟を決めた。だが出産

直前の２０１５年１月、東北大が研究職を募集していることを知り、迷わず応募。その後、

夫が関東に移ったため、現在は子どもと２人で暮らす。 

 研究者の女性は増えつつあるが、結婚や出産で壁にぶつかるケースは少なくない。１７年

に男女共同参画学協会連絡会が公表した調査結果によると、日本では女性研究者の半数が

配偶者と別居の経験を持つ。上妻さんは希望のポストを得られてきたが、常勤ポストは狭き

門だ。「無意識に公募情報サイトを検索していることもある」（上妻さん）と将来への危機感

は強い。 

 名古屋大学教授の川口由紀さんは、夫が京都大学の研究者のため、中間地点の岐阜県に住

み新幹線通勤する。研究者同士で結婚するケースが多い一方、ポストを得るのは大変なため、

やむなく遠距離通勤や別居を選ぶ人は少なくないという。研究者の夫婦を一緒に正規雇用

する制度を用意する大学もあるが、まだ限られる。川口さんは「大学間で自在に人材を入れ

替える制度があればいいのに」と話す。 

 別居、同居にかかわらず、家事や育児の負担が女性に偏りがちであることも課題だ。特に

新型コロナウイルス下でその傾向が浮き彫りになり、男性研究者に比べて女性研究者によ

る論文の割合が、従来よりも減少したとの報告が世界で相次いだ。外出自粛や休校で、家事

や育児の負担が増えたためとみられる。 

 小学生と３歳の子どもを育てる名古屋大学の川口さんも、研究と家事・育児の両立には苦

労するという。川口さんは原子や電子の機能をデザインする専門家だ。博士課程に進学後

「研究が面白くやめられず」研究者の道を選んだ。 

 大学での講義だけでなく、論文執筆や研究資金の獲得、学生への指導なども研究者の仕事

だ。「空き時間に雑用を終わらせるなど、効率をあげて工夫している」。料理は川口さんで洗

濯は夫、と夫婦で家事を分担して乗り切る。名古屋大学では、幼い子どもを育てる教職員の

授業担当を軽くするなどの支援体制があり、それらにも助けられているという。 

 研究者として力を発揮する時期と子育て期が重なりやすいのは、とりわけ女性に多い悩

みだ。研究者同士で協力し合う動きも生まれている。 

 数理的なアプローチで社会の問題を分析して解決法を見いだす研究をする筑波大学の佐

野幸恵助教は、民間企業を経て博士課程に進学、３５歳で学位を取得した。取得前の３４歳

で結婚。３７歳で出産した。 

 「育児も研究も大事だが、リソースは限られる」。出産前のように自由に時間を使い研究

することは難しくなった。だが別分野の子育て中の研究者と学内の保育所で知り合い、子ど

もにセンサーをつけての共同研究を始めるなど「研究テーマは広がった」。ローテーション

を組んで互いの子どもの面倒をみたりもする。学内には小学生以下の子どもを持つ人向け

の助成制度もあり、アルバイトを雇ってデータ処理の補助を頼むなどして、時間を捻出する。 

 日本は女性研究者の割合が他の先進諸国と比べて低い。 
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総務省の調査では、全ての研究者に占める女性の割合は約１８％にとどまる。経済協力開発

機構（ＯＥＣＤ）加盟国では最低の水準だ。科学技術の進歩には、多様な視点を取り入れる

ことが欠かせない。 

 また理工系を目指す女子学生も少ない。学校基本調査によると、保健や農学も含めた理系

の学部生の女性比率は３８％、工学系では１６％にとどまる。優れた女性研究者に贈られる

猿橋賞を１５年に受賞した米テキサス大オースティン校の鳥居啓子教授は「女性研究者の

知名度向上やロールモデルの存在が必要だ」と話す。子どもたちが研究者に親近感を抱く環

境が、裾野拡大には重要だという。 

 女性研究者を増やすには「大学や研究機関のトップに女性を増やすことも欠かせない」と

強調する。「『論文などの業績を評価する期間から育児休業期間を除く』といった、女性に配

慮した人事制度はトップダウンで進めるのが望ましい」と話している。 

大学主体で採用・育成を 

 女性研究者は日本では身近ではないかもしれないが、例えばｍＲＮＡワクチン開発の立

役者となったカタリン・カリコ氏など世界を見れば多くの女性が活躍している。 

 横浜国立大学の二神枝保教授によると、フランスでは女性研究者を増やすため数値目標

を掲げており、同じ能力なら女性を優先して登用しているという。仏大学長会議が主体的に

動いている。 

 日本では、国立大学などは予算配分する国が女性教員の採用を推進しており、大学の主体

性に欠けると感じる。二神教授は「女性を採用して終わりではなく、昇進や人材開発、業績

評価も含めた体系的な人的資源管理が不可欠だ」と話す。 

 

1. 上の文章を 300 字程度で要約しなさい。 

2. 上の文章に関して自分の考えを 200 字程度で述べなさい。 
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